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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第55期 

第２四半期 
連結累計期間 

第56期 
第２四半期 

連結累計期間 
第55期 

会計期間 
自  平成25年４月１日 
至  平成25年９月30日 

自  平成26年４月１日 
至  平成26年９月30日 

自  平成25年４月１日 
至  平成26年３月31日 

売上高 （千円） 58,215,751 57,525,570 119,951,940 

経常利益又は経常損失（△） （千円） 890,606 △486,960 2,421,933 

四半期（当期）純利益又は 

四半期純損失（△） 
（千円） 596,450 △381,210 1,453,227 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 683,491 △287,102 1,519,822 

純資産額 （千円） 27,151,056 27,160,215 28,002,006 

総資産額 （千円） 54,062,593 52,817,038 55,426,936 

１株当たり四半期（当期）

純利益金額又は１株当たり

四半期純損失金額（△） 

（円） 21.10 △13.50 51.42 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 50.2 51.4 50.5 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △1,801,094 △414,851 312,453 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △3,097,105 △1,252,625 △4,087,169 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 3,053,374 △946,174 2,100,116 

現金及び現金同等物の四半期

末（期末）残高 
（千円） 6,564,493 4,121,067 6,734,719 

 

回次  
第55期

第２四半期
連結会計期間

第56期
第２四半期

連結会計期間

会計期間  
自  平成25年７月１日
至  平成25年９月30日

自  平成26年７月１日
至  平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額（△）

（円） 4.67 △6.52

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第55期第２四半期連結累計期間および第55期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第56期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期

純損失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社および連結子会社）が判

断したものであります。

(1)業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、昨年来の政府による大規模な経済政策や金融緩和により、円

安、株高となり、景気は緩やかな回復基調で推移いたしました。しかし、本年４月に実施された消費税率引き上げに

よる個人消費の冷え込みなどにより、先行きは不透明な状態となっております。 

当小売業界におきましては、消費税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動に加え、その後の消費者の低価格・節約

志向、夏場の天候不順、業種・業態を越えた価格競争の激化、円安による原材料価格の高騰、電気料金の値上げなど

が重なり、厳しい経営環境となりました。 

このような状況のなか、当社グループは、長期ビジョン「2020年、店舗数100店舗・年商2,000億円」の達成に向

け、「効率的経営の追求」、「地域になくてはならない店の実現」、「ＩＣＴ（情報通信技術）強化の実現」の基本

戦略を掲げ、地域密着企業として引き続き「良い商品を提供し続けることでお客様の信頼を得る」ことに注力し、そ

の地域に“なくてはならないスーパーマーケット（地域一番店）”の実現を目指してまいりました。お客様から高い

信頼をいただくため、従業員全員が「味」「鮮度」「品質」「見栄え」「容量」「価格」すべてにおいて良い商品を

提供するという意識を持ち、生鮮と惣菜の強化、接客のレベルアップに注力いたしました。 

店舗の新設については、平成26年４月に「高石駅前店」（大阪府高石市）、８月に「緑ヶ丘店」（兵庫県伊丹市）

閉店後、「久代店」（兵庫県川西市）を開店いたしました。既存店強化策としては平成26年５月に「瑞光店」（大阪

市東淀川区）、６月に「豊中南店」（大阪府豊中市）、７月に「永和店」（大阪府東大阪市）の売場改装を行いまし

た。 

しかしながら、既存店の売上が客数と客単価の減少により前年を下回り、当社グループの当第２四半期連結累計期

間の売上高は575億25百万円（前年同期比1.2％減）、営業損失は７億75百万円（前年同期は営業利益４億52百万

円）、経常損失は４億86百万円（前年同期は経常利益８億90百万円）、四半期純損失は３億81百万円（前年同期は四

半期純利益５億96百万円）となりました。 

なお、昨今の社会的な節電要請を勘案し、企業として、電力使用システム等の運用による消費電力量の抑制に取り

組むとともに、従業員全員参加による職場と家庭での節電キャンペーンを、４期連続で実施いたしております。 

 

(2)財政状態の状況

当第２四半期連結会計期間末の総資産は528億17百万円となり、前連結会計年度末比26億９百万円の減少となりま

した。その主な要因は、有価証券が19億70百万円、流動資産のその他（未収入金）が６億16百万円減少したことであ

ります。 

なお、純資産は271億60百万円となり、前連結会計年度末比８億41百万円の減少となりました。 

その主な要因は、利益剰余金が９億36百万円減少した一方、その他有価証券評価差額金が69百万円増加したことで

あります。 

 

(3)キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末に比べ26億

13百万円減少し、41億21百万円（前年同期比37.2％減）となりました。

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果使用した資金は、４億14百万円（前年同期比77.0％減）となりました。これは税金等調整前四半期

純損失が５億44百万円となったことから、減価償却費７億39百万円、売上債権の減少額１億47百万円等があったもの

の、仕入債務の減少額５億24百万円、法人税等の支払額４億84百万円等があったことによるものであります。
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（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、12億52百万円（前年同期比59.6％減）となりました。これは主に、有価証券及び

投資有価証券の償還による収入３億20百万円、差入保証金の回収による収入２億25百万円等があった一方、有形固定

資産の取得による支出16億44百万円、長期預り保証金の返還による支出２億49百万円等があったことによるものであ

ります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、９億46百万円（前年同期は30億53百万円の獲得）となりました。これは主に、長

期借入金の返済による支出５億65百万円、配当金の支払額２億26百万円、リース債務の返済による支出１億54百万円

等があったことによるものであります。 

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5)研究開発活動

該当事項はありません。

 

(6)主要な設備

当第２四半期連結累計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について完了したもの

は、次のとおりであります。

会社名 
事業所名 

所在地 
セグメント 
の名称 

設備の内容 完了年月 
完成後の増加能力 

（売上高）（千円） 

提出会社 
高石駅前店 

大阪府 
高石市 

小売業 新設店舗 平成26年４月 1,500,000 

提出会社 
久代店 

兵庫県 
川西市 

小売業 新設店舗 平成26年８月 1,360,000 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 28,740,954 28,740,954
東京証券取引所

（市場第一部）

単元株式数

100株

計 28,740,954 28,740,954 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

  該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

  該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成26年７月１日～
平成26年９月30日

－ 28,740,954 － 7,277,333 － 8,304,341

 

（６）【大株主の状況】

    平成26年９月30日現在 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

関西スーパーマーケット取引先持株会 兵庫県伊丹市中央５－３－38 2,795 9.72 

伊藤忠食品株式会社 大阪市中央区城見２－２－22 1,414 4.92 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,139 3.96 

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 1,139 3.96 

ユージー株式会社 大阪市福島区玉川１－８－10 1,125 3.91 

国分株式会社 東京都中央区日本橋１－１－１ 1,021 3.55 

株式会社かね清 大阪市福島区野田１－１－86 880 3.06 

関西スーパーマーケット従業員持株会 兵庫県伊丹市中央５－３－38 851 2.96 

岩田    健 大阪府高槻市 769 2.67 

加藤産業株式会社 兵庫県西宮市松原町９－20 700 2.43 

計 － 11,835 41.18 
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 461,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,272,100 282,721 －

単元未満株式 普通株式 7,654 － －

発行済株式総数 28,740,954 － －

総株主の議決権 － 282,721 －

  （注）  「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の 
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

㈱関西スーパーマーケット
兵庫県伊丹市中央

５－３－38
461,200 － 461,200 1.60

計 － 461,200 － 461,200 1.60

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

なお、従来、当社が監査証明を受けている太陽ＡＳＧ有限責任監査法人は、平成26年10月１日に名称を変更し、太

陽有限責任監査法人となりました。

 

- 6 -



１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,894,719 4,281,067 

売掛金 1,221,881 1,074,786 

有価証券 2,019,997 49,867 

商品 2,473,159 2,776,590 

貯蔵品 45,763 40,944 

その他 2,496,000 2,357,683 

流動資産合計 13,151,523 10,580,939 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 7,542,719 8,506,757 

土地 18,916,207 18,855,203 

その他（純額） 2,146,004 1,904,131 

有形固定資産合計 28,604,931 29,266,092 

無形固定資産 220,374 247,784 

投資その他の資産    

差入保証金 7,255,245 6,757,032 

退職給付に係る資産 1,350,366 938,218 

その他 4,844,494 5,026,971 

投資その他の資産合計 13,450,106 12,722,222 

固定資産合計 42,275,412 42,236,099 

資産合計 55,426,936 52,817,038 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成26年３月31日) 
当第２四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 7,574,650 7,049,781 

短期借入金 900,000 900,000 

1年内返済予定の長期借入金 2,317,500 2,492,500 

未払法人税等 429,414 186,471 

賞与引当金 807,230 854,944 

事業整理損失引当金 50,538 － 

その他 3,813,700 3,725,494 

流動負債合計 15,893,033 15,209,191 

固定負債    

長期借入金 6,650,000 5,910,000 

退職給付に係る負債 690,715 791,267 

資産除去債務 162,621 164,107 

その他 4,028,559 3,582,257 

固定負債合計 11,531,896 10,447,632 

負債合計 27,424,929 25,656,823 

純資産の部    

株主資本    

資本金 7,277,333 7,277,333 

資本剰余金 8,321,237 8,321,237 

利益剰余金 12,274,129 11,337,235 

自己株式 △306,754 △305,758 

株主資本合計 27,565,946 26,630,047 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 172,841 242,755 

退職給付に係る調整累計額 263,218 287,412 

その他の包括利益累計額合計 436,060 530,167 

純資産合計 28,002,006 27,160,215 

負債純資産合計 55,426,936 52,817,038 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 58,215,751 57,525,570 

売上原価 44,524,232 44,353,895 

売上総利益 13,691,518 13,171,674 

営業収入 1,103,202 1,060,877 

営業総利益 14,794,721 14,232,552 

販売費及び一般管理費 ※ 14,342,241 ※ 15,007,573 

営業利益又は営業損失（△） 452,480 △775,020 

営業外収益    

受取利息 3,714 5,224 

受取配当金 37,284 37,550 

持分法による投資利益 294,204 98,105 

受取手数料 75,427 78,189 

その他 82,132 130,272 

営業外収益合計 492,764 349,341 

営業外費用    

支払利息 46,175 48,973 

その他 8,462 12,307 

営業外費用合計 54,638 61,281 

経常利益又は経常損失（△） 890,606 △486,960 

特別損失    

固定資産除売却損 18,468 6,067 

投資有価証券売却損 － 51,851 

特別損失合計 18,468 57,918 

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△） 
872,137 △544,878 

法人税、住民税及び事業税 272,151 151,552 

法人税等調整額 3,535 △315,221 

法人税等合計 275,686 △163,668 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△） 
596,450 △381,210 

四半期純利益又は四半期純損失（△） 596,450 △381,210 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益

調整前四半期純損失（△） 
596,450 △381,210 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 67,099 70,728 

退職給付に係る調整額 － 24,193 

持分法適用会社に対する持分相当額 19,941 △815 

その他の包括利益合計 87,040 94,107 

四半期包括利益 683,491 △287,102 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 683,491 △287,102 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    （単位：千円） 

 
前第２四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△） 
872,137 △544,878 

減価償却費 681,757 739,867 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,676 － 

前払年金費用の増減額（△は増加） 42,574 － 

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,704 47,714 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,595 － 

退職給付に係る資産負債の増減額（△は減少） － 38,707 

受取利息及び受取配当金 △40,999 △42,774 

支払利息 46,175 48,973 

持分法による投資損益（△は益） △294,204 △98,105 

投資有価証券売却損益（△は益） － 51,851 

固定資産除売却損益（△は益） 18,468 6,067 

売上債権の増減額（△は増加） △4,111 147,095 

たな卸資産の増減額（△は増加） 164,553 △298,611 

仕入債務の増減額（△は減少） △3,205,270 △524,868 

未払消費税等の増減額（△は減少） △22,296 63,202 

その他 46,364 444,013 

小計 △1,682,875 78,253 

利息及び配当金の受取額 41,978 40,016 

利息の支払額 △46,526 △49,005 

法人税等の支払額 △113,669 △484,116 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,801,094 △414,851 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出 △2,817,276 △1,644,443 

有形固定資産の除却による支出 △1,600 △1,181 

無形固定資産の取得による支出 △12,944 △24,175 

投資有価証券の取得による支出 △331,516 － 

投資有価証券の売却による収入 － 57,555 

有価証券及び投資有価証券の償還による収入 － 320,000 

差入保証金の差入による支出 △213,837 △500 

差入保証金の回収による収入 342,784 225,159 

長期預り保証金の受入による収入 55,837 63,760 

長期預り保証金の返還による支出 △118,552 △249,958 

その他 － 1,158 

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,097,105 △1,252,625 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 － 

長期借入れによる収入 4,100,000 － 

長期借入金の返済による支出 △555,000 △565,000 

リース債務の返済による支出 △164,886 △154,929 

配当金の支払額 △226,653 △226,173 

自己株式の取得による支出 △85 △71 

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,053,374 △946,174 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,844,825 △2,613,652 

現金及び現金同等物の期首残高 8,409,319 6,734,719 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 6,564,493 ※ 4,121,067 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

（退職給付に関する会計基準等の適用） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）

および「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成24年５月17日。以下「退職給

付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文および退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めにつ

いて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務および勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間

帰属方法をポイント基準から給付算定式基準へ変更、割引率の決定方法を平均残存勤務期間に基づく割引率から単一

の加重平均割引率へ変更しております。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第２四半期

連結累計期間の期首において、退職給付債務および勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減して

おります。

この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る資産が427,804千円減少、退職給付に係る負債が 

83,757千円増加し、利益剰余金が329,445千円減少しております。なお、当第２四半期連結累計期間の損益に与える

影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度（平成26年３月31日）および当第２四半期連結会計期間（平成26年９月30日）

該当事項はありません。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

 
 前第２四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 

  至  平成25年９月30日） 

 当第２四半期連結累計期間 
（自  平成26年４月１日 

  至  平成26年９月30日） 

従業員給料及び賞与 5,224,156千円 5,437,894千円 

賞与引当金繰入額 688,868 854,944 

退職給付費用 194,712 179,161 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次のとおり

であります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 6,724,493千円 4,281,067千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △160,000 △160,000

現金及び現金同等物 6,564,493 4,121,067
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（株主資本等関係）

１.前第２四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日）

 (1)配当金支払額

 
（決議）

株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月20日

定時株主総会
普通株式 226,246 8 平成25年３月31日 平成25年６月21日  利益剰余金

 

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 
（決議）

株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月29日

取締役会
普通株式 226,245 8 平成25年９月30日 平成25年11月18日  利益剰余金

 

２.当第２四半期連結累計期間（自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日）

 (1)配当金支払額

 
（決議）

株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月24日

定時株主総会
普通株式 226,238 8 平成26年３月31日 平成26年６月25日  利益剰余金

 

(2)基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

 
（決議）

株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月30日

取締役会
普通株式 226,237 8 平成26年９月30日 平成26年11月17日  利益剰余金

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自  平成25年４月１日  至  平成25年９月30日）および当第２四半期連結累計期間

（自  平成26年４月１日  至  平成26年９月30日） 

  当社グループの事業は、商品の種類、性質、配送および販売方法等の類似性から判断して、スーパーマーケット

等による商品販売およびその付随業務の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

（金融商品関係）

前連結会計年度末（平成26年３月31日）および当第２四半期連結会計期間末（平成26年９月30日）

記載すべき事項はありません。

 

（有価証券関係）

前連結会計年度末（平成26年３月31日）および当第２四半期連結会計期間末（平成26年９月30日）

記載すべき事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度末（平成26年３月31日）および当第２四半期連結会計期間末（平成26年９月30日）

すべてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

   
前第２四半期連結累計期間
（自  平成25年４月１日
至  平成25年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成26年４月１日
至  平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額（△）
  21円10銭 △13円50銭

（算定上の基礎）      

  四半期純利益金額又は四半期純損

失金額（△）
(千円) 596,450 △381,210

  普通株主に帰属しない金額 (千円) － －

  普通株式に係る四半期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）
(千円) 596,450 △381,210

  普通株式の期中平均株式数 (千株) 28,273 28,246

（注）１．前第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しない

ため記載しておりません。

２．当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損

失金額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

平成26年10月30日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・226,237千円

（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・８円00銭

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成26年11月17日

（注）  平成26年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
  該当事項はありません。
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    独立監査人の四半期レビュー報告書    

 

平成26年11月６日

 

株式会社関西スーパーマーケット

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 柏木    忠     印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 池田  哲雄     印

 

  当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社関西スーパーマーケットの平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第

２四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成26年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間

（平成26年４月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結

貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書

及び注記について四半期レビューを行った。 

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

  経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠し

て四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表

示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

  当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して

実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国

において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限

定された手続である。

  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

  当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社関西スーパーマーケット及び

連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の

経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点に

おいて認められなかった。

 

利害関係

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 

  （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社

（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

  ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 


